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第３次熊本市環境総合計画の基本的考え方について 
 
はじめに 

平成２２年２月１７日、熊本市長より本審議会に対し、熊本市環境基本条例第３

条に基づく環境総合計画の策定に当たって、熊本市の良好な環境を確保するための

基本的かつ総合的計画である環境総合計画の基本的考え方はいかにあるべきかに

ついて、諮問がなされた。 
本審議会では、諮問事項について、熊本市の環境特性や都市を取り巻く状況の変

化等を踏まえ、積極的かつ慎重に審議を進めてきた。 
その結果、次のとおり結論を得たので、ここに答申する。 

 

１ 計画の基本的位置づけについて 

（１）環境問題や社会情勢の変化への対応 

熊本市では、平成１３年の第２次環境総合計画の策定以来、３つの長期目標の

達成に向け、市民・事業者・市の役割を定め、協働により環境保全に取り組んで

きた。 

しかし、その一方で、進行する地球温暖化や生物多様性の危機など、地球規模

での環境問題が顕在化するとともに、都市を取り巻く大気汚染、水質汚濁、騒音・

振動などの身近な環境問題についても一定の改善は見られるものの課題も残さ

れている。 
加えて、熊本市においては、合併による市域の拡大、政令指定都市への移行、

更には、熊本市の住民自治のルールを定めた自治基本条例が施行されるなど、市

として新たなまちづくりの大きな転換点を迎えている。 
このようなことから、本計画は、地球規模や地域での環境問題や社会情勢の変

化への対応を考慮し、策定されなければならない。 
 

（２）計画の範囲や他計画との整合、計画の見直し 

本計画の対象地域は熊本市域とするが、地下水の保全等の広域的な課題に対し

ては、必要に応じて、生活圏を同じくする周辺市町村等と連携を図っていかなけ

ればならない。 
また、国や県の環境基本計画はもとより、本計画の上位計画である熊本市第６

次総合計画の分野別施策第６章「水と緑の良好な環境の保全と循環型社会の構

築」及び同計画の重点的取り組みの一つである「ふるさとの自然を守り、世界に

誇れる環境先進都市をつくる」に向けた取り組みとの整合性を図らねばならない。 
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さらに、本計画は、熊本市が今後目指すべき環境行政の方向性を定めた、いわ

ば理念計画として位置づけられるものであり、下位計画である環境分野の個別計

画の道標として策定されるべきである。 
 本計画の見直しについては、熊本市を取り巻く社会経済状況の変化や新たな環

境問題、政令指定都市における行政区ごとの環境保全施策等に備えるため、目標

年次の中間年に行うことが望ましい。 
 
２ 計画の基本的事項について  

（１）目指す都市像 

本計画では、環境総合計画において初めて「目指す都市像」を設定することと

したが、「目指す都市像」は、誰もがその方向性をイメージできるよう、熊本市

の特徴である豊かな自然環境や歴史文化を活かしながらも、国内外へ向けて明確

で効果的な発信ができるものでなければならない。 

熊本市は、これまで、「自然環境を大切にする文化」や「歴史的・文化的環境

をまもり伝える文化」を大切に育み、築いてきた。これからは、この二つの文化

に、「環境保全に向けた新たな価値観や暮らし方を創出する文化」が加わって一

体となった、新たな都市の魅力を生み出す「環境文化」の創造が求められており、

市民、市民活動団体、事業者、そして市の各主体の参画と協働のもと、この「環

境文化」を育む、未来に向けた持続可能な都市「環境文化都市」へと発展してい

かねばならない。 
この「環境文化都市」という考えと、第３次熊本市環境総合計画市民検討会議

の中で生まれた「つなぐ」というキーワードを基に、本審議会では、「未来へつ

なぎ、世界へ誇れる環境文化都市」を、熊本市民が目指すべき都市像とすること

で意見が一致した。 
この都市像に向かって各主体が環境の保全と創造に取り組むことによって、熊

本市第６次総合計画で目指すまちの姿「湧々
わくわく

都市くまもと」の実現に寄与してい

かねばならない。 
  
（２）基本理念 

上記の目指す都市像の実現へ向け、様々な環境保全策に取り組むにあたっては、

本市の豊かな環境資源の保全とその情報発信をはじめ、地球温暖化に対する緩和

策と適応策、都市構造や交通システムのあり方、少子高齢化時代への対応、政令

指定都市移行による新たな地域単位のまちづくり、東アジアに向けた情報発信、

環境と経済の調和、環境保全の担い手の育成などのひとづくりや新しい公共の視

点からのまちづくりへの取り組みなど、考慮すべき課題が数多くある。 
本審議会では、それらの課題と第２次環境総合計画の検証により課題を整理し、

総合的視点で今後の方向性をまとめ、これを５つの基本理念とした。 
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 「基本理念～進むべき方向」 
 ・豊かな自然と文化の保全と活用 
・環境の変化への対応と適応 
・環境負荷の少ない社会の変化に応じた都市づくり  
・環境と経済・社会の調和 
・環境文化都市を推進するひとづくり、まちづくり 

 

市民、市民活動団体、事業者、そして行政の各主体は、この「５つの基本理念」

を念頭におきながら、環境保全のための取り組みをともに考え、行動することが

重要である。 

 
（３）基本計画と重点協働プロジェクト 

基本計画は、環境目標・中目標・小目標で構成し、総合的・体系的に施策を展

開するべきである。 
そこで、（２）の基本理念を反映し、目指す都市像の実現に向けた具体的な方

向性を示すため、以下の５つを環境目標として設定した。 
・環境目標１ 豊かな水と緑をまもり生きものを育む都市をつくる 
・環境目標２ くまもとの風土を活かした都市をつくる 
・環境目標３ 環境負荷を抑えた循環型社会をつくる 
・環境目標４ 地球温暖化を防ぐため低炭素社会をつくる 
・環境目標５ 市民が快適に過ごせる生活空間をつくる 
 

また、これらの環境目標の実現のため、共通して取り組むべき“環境教育”や

“協働”は、これからの新たなまちづくりにおいて必要不可欠な要素であり、今

後、さらに推進を図らねばならない。 

そこで、この二つの要素を重点協働プロジェクトと位置づけ、施策を有効に展

開するための仕組みの構築を図り、計画全体の推進を支えていくことが重要であ

る。 
 

・ 楽しみながら環境行動を実践するひとづくり 
（ひとづくりプロジェクト～環境教育～） 

  環境保全行動を、自主的・自発的に楽しみながら実践できる人材を育成する

ため、環境教育の機会の拡充と内容の充実を図ることを目標とし、新しい価

値観の提案・啓発、ライフステージ別環境教育の推進、地域別環境教育の推

進、環境保全活動のけん引役の育成、環境学習拠点の整備に取り組んでいく。 
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・ 環境と調和した活力あふれるまちづくり 
（まちづくりプロジェクト～協働～） 

   市民・市民活動団体・事業者・市の各主体が、環境保全活動を活発に行える

よう、相互に連携する機会を創出し、協働の取り組みを促進することを目標

とし、環境保全活動の支援・促進、情報交換・連携の場の形成、データバン

クの作成、国内外における人材・情報交流の推進に取り組んでいく。 
 

（４）計画の推進 

本計画を着実に推進する仕組みとして、市民、市民活動団体、事業者そして市 
が、協働により事業を実施することにとどまらず、計画の実効性を高めるため、

各主体がその役割に応じて、計画の進行管理を行っていくことが必要である。 
具体的には、市は、ＰＤＣＡサイクルにより進行管理を行うが、その検証の段 

階においては、市民、市民活動団体、事業者も自らの取り組みを検証し、市だけ

でなく更なる環境保全活動の実践に結びつけるために、相互に提案を行える仕組

みを構築することが重要である。 
また、このような推進体制づくりにおいては、各主体間の協働関係を構築して 

いくことが不可欠である。第３次熊本市環境総合計画市民検討会議において提言

されている“各主体を相互に「つなぐ」役割を担う中間的な支援組織”のように、

各主体をつないで、協働事業のプロデュースやコーディネートの役割を担うこと

ができる組織を育成していくことも必要である。 
その他、必要に応じて、国・県等の他の行政機関をはじめ、大学や研究機関、 

国際機関等との連携協力を図るとともに、計画の実行状況については、市議会や

本審議会、さらには市民に対し報告を行い、意見を求めなければならない。 
 
３ まとめ 

本審議会は、以上の「基本的考え方」に基づき、第３次熊本市環境総合計画案

として別添のとおり取りまとめた。 
これからの熊本市において、市民、市民活動団体、事業者、そして市の各主体

がつながって環境の保全と創造に取り組み、世界に誇れる環境文化都市の実現へ

向かって、美しい豊かな自然を次世代へと継承していくことを、本審議会として

切に願うものである。 

 
熊本市におかれては、この答申内容を検討され、本計画を策定されるよう求め

るものである。 


